

2017年10月31日発行

最新・中国法ニューズレター
――――第10号――――


	· 案件分析
	：
	競業禁止に関する労使間の規約は明確化すべき・・・・・・・P2

	· 重要法規解説
	：
	国家質量監督検験検疫総局の「検験検疫手続きの簡素化と通関効率向上に関する公告」・・・・・・・・・・・・・・・・・・P4

	· 主要法令
	：
	特に日系企業にかかわりのある最新法規の情報・・・・・・・P5



競業制限に関する労使間の規約は明確化すべき
1、 事実経緯
A氏は、某電力設備会社（以下、B社という）との間に2012年2月23日から3年間の期限付き労働契約を締結し、勤務内容は営業担当、B社の社内規則及び労働生産規律を労働契約の付属書類とすることを約束した。
A氏は、B社に働きながら、2012年10月12日、C社を設立し株主として90％出資した。C社の経営範囲はB社と同様に、電気機械及びその他の機械設備、電子製品などの販売とする。
2013年6月22日、B社は、A氏に対してA氏によるC社設立はB社の社内規則に厳重に違反したため、A氏との労働契約解除の通告書を渡した。A氏はB社の解除理由を認めないが、労働契約解除に同意した。
2013年9月7日、B社は所在地の労働仲裁委員会にA氏に対する競業制限及び守秘義務の違約責任を申し入れたが、期限切れで受理されなかった。同年９月21日、B社はA氏と販売費用、借金などの事項に関して精算したが、残件で対立したため、B社は裁判所に提訴した。
2、 判決
法廷上、B社は、A氏はB社の営業マンとして、Ｂ社の多くの営業情報を掌握しながらC社を設立し、Ｂ社と同類の製品を販売した行為が守秘義務と競業禁止義務に厳重に違反したため、社内規則に基づきA氏と解約する権利を有し、且つ労働契約法によって違約責任を追及し、計10万元の損害賠償（A氏の得た利益による）を請求した。
一方、A氏は、自分が他人とC社を共同設立し、単なる出資の株主であり、経営に関わらないため、法律の禁止行為に当たらず、Ｂ社はC社の内実を知りながら、自分と労働契約を解除した後も、C社に製品を納めたし、Ｂ社が何の損害を受けたことがないため、Ｂ社の訴求を却下するよう裁判所に求めた。
裁判所は、本案の焦点はA氏は競業禁止義務及び守秘義務に違反したか否かにあると認め、本案において、Ｂ社がA氏と交わした労働契約または守秘協議に競業禁止条項を盛り込まれていない。労働契約に添付する「社内規則及び労働生産規律」では、Ｂ社との同類製品の生産或は同業の兼職を禁止する同時に、その厳重な反則行為条項に抵触した違反者に降職、減給、解雇を自主的に処罰するかどうか判断する権利を有すると決められているが、競業禁止の地域及び期限を明確にしていない。事実上、Ｂ社もその規定にってA氏のC社設立を理由にA氏と解約した。但し、労働契約及び競業禁止協議における競業禁止条項についてはあくまでも労使間で協議し、取決めなければならない。本案に関わる社内規則及び労働生産紀律の制定はほとんどＢ社が一方的に行われ、競業禁止の対象、範囲、地域などの事項については労働者各個人によって異なり、個別事案の対処のためには規則制度及び労働紀律などを通じて事前に用意しておくことではなく、Ｂ社が労働者と個別協議しなくてはならない。故に、Ｂ社は労働契約に社内規則を添付する方式をもって競業禁止を決めることはA氏に拘束力を有しないと判断した。
更に、裁判所は、双方の間で守秘義務に関して、労働契約または守秘協議の締結形式で守秘事項の範囲を明確にせず、且つＢ社はA氏がＢ社の商業秘密を侵した行為を挙証することができない事実に鑑み、Ｂ社がA氏が競業禁止義務及び守秘義務に違反したという訴求を支持しないと判決した。
三、コメント
１、社内規則に競業禁止内容を決めたことは雇用者の一方的な行為である。実務上、おおよそ労働者が入社前に社内規則は雇用者が既に制定しており、労働者は社内規則に対して大抵黙認または概括的な同意を表し、さもなければ、労働関係を成立させることができない。本案の判決では社内規則における競業禁止の関連規定が労働者個人願望及び個体差異性を表せるどうかは如何に重要であること、社内規則に定まったことを理由に、雇用者と同等な地位にない労働者に安易に競業禁止の違約責任を負わせてはならないことを示された。
２、平社員は会社高級管理職との競業禁止義務が異なる。会社法により、高級管理職の競業禁止の義務はその資産管理者及び代理人とする忠実義務と善良な管理人者の職責に由来している。平社員の第二職業行為または所謂兼職行為はその本職の業務に影響せず、本職の会社利益を損なわない場合、法律上特に禁止していない。本案のA氏はＢ社の営業担当者、一般の労働者に当たり、Ｂ社と競業禁止を約束していないため、法定または約束した競業禁止義務を受けない。
３、労使間の競業禁止の約束は具体的に明確にすべき。競業禁止制度は企業の商業秘密及び競争優位性を守る同時に、労働者の就業さらに生存に関わっているので、合理的な競業禁止は三つの要素を具備しなくてはならない。一つ目は商業秘密を守るために、即ち競業禁止の利益を守る必要がある。二つ目は対象、範囲及び責任の合理性、即ち社員の業務と職務は雇用者の商業秘密との関連性がある。三つ目は労働者の就業を制限する業務分野、地域制限、補償方式及び違約責任など合理性を有する。本案のＢ社の社内規則には労働者の競業禁止義務を決めているが、競業禁止の地域と期間を明確にしていないため、上述の競業禁止の三つ目の要素を満たさない。Ｂ社は社内規則に基づいてA氏が労働規律を違反したことを理由にA氏と解約した一方、裁判所はＢ社の訴求を支持し、A氏に対する「同じ事由で二重に処分する」ことが公平性に欠けると言わざるを得ない。

国家質量監督検験検疫総局の「検験検疫手続きの
簡素化と通関効率向上に関する公告」
国家質量監督検験検疫総局は、2017年10月16日付「「出入国検験検疫プロセス管理規定」及び2017年11月1日付の「検験検疫手続きの簡素化と通関効率向上に関する公告」（以下、公告という）を相次いで配布し、同年11月1日一切に施行することを決めた。本稿では「公告」の概要を以下のとおり取りまとめる。
一、検験検疫手続きの大幅な簡素化
１、改革後、製品リスクが低く、合格レベルが高く、信用の良い企業は審査、通関の便利措置を享受でき、約8割の輸入貨物を審査合格の評価を経て直接に通関し、1日から1.5日までの業務日以内に検験検疫の手続きを完了でき、通関効率は大幅に引上げられる。
２、企業は便利措置を享受する同時に品質安全の責任を一層求められる。通関者は通関手続きを行う時、輸出貨物出荷者または輸入貨物受取者の発行した合格保証を提出し、その内容に順法保証、合格保証、品質安全責任を含まれ、且つ問題が発見された後、自らリコール措置を取らなければならない。
二、抜取検査比例の大幅な引下げ
１、2017年1月から9月までのデータにより試算し、改革後の輸入貨物現場開梱検査率は22％まで引下げ、改革前より76％引下げる。ハイリスクの動植物産品、危険化学品などに対して国際慣例による全数の現場開梱検査を除き、その他の低リスク動植物産品、食品、工業品のの現場開梱検査率はそれぞれ28.7％、15％、5％までに引き下げる。
２、抜取検査比例を引き下げる同時に、動態リスク管理を実施する。検査検疫の不合格或はリスクの高い証拠がある貨物、並びに検査検疫信用Cレベル及びそれ以下の貨物出荷者、受取人或は通貨者に対して、リスク評価後抜取検査比例を100％までに引き上げることができる。同時に、各検査検疫のプロセス時限を更に明確にし、通関受理と審査、現場の検査検疫と実験室の検査検疫はそれぞれ0.5日、1日と７日業務日を超えてはならない。
三、情報化管理レベルの大幅な引上げ
１、国際貿易の「単一窓口」と中国電子検験検疫システム（e-CIQ）の役割を大いに果たし、検験検査受理から通関までの全プロセスのペーパーレス化の推進に注力し、定まったプロセス時限内にすべての通関業務を完了する。
２、情報化手段とビックデータを利用し、検験検疫業務の有効性を向上させ、検験検疫の結果と企業信用情報に基づいて、リスク評価をもって現場と実験室の検験検疫の比例を調整し、国内外で突発な重大な疫病と品質安全事故に対して、全国の一体化快速反応措置を実施する。

	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	国家質量監督検験検疫総局の「検験検疫手続きの簡素化と通関効率向上に関する公告」『重要法規解説』をご参照下さい）
	2017/11/01


	2
	国務院弁公庁の「サプライチェーンの刷新及び応用の積極的な推進に関する指導意見」
	2017/10/05

	3
	国家食品薬品監督管理局の「輸入薬品登録管理の調整関連事項に関する決定」
	2017/10/10

	4
	国家税務総局の「非住民企業所得税源泉控除の関連問題に関する公告」
	2017/10/17

	5
	国家発展改革委員会、財政部、商務部の「公平競争審査制度実施細則（暫定）の配布に関する通知」
	2017/10/23

	6
	国家質量監督検験検疫総局の「「出入国検験検疫プロセス管理規定」の配布に関する通知」
	2017/11/01

	7
	中国人民銀行の「受取勘定質入り登記弁法」
	2017/12/01

	8
	国家税務総局の「増値税消費税に関わる税金事項取扱手順の更なる改善に関する公告」
	2018/01/01
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